
















































































































































 

 

 

横浜文化体育館再整備事業の検討状況について 

１ 事業手法  

 (1) 検討の視点 

① 公民連携の事業手法による市の費用負担の縮減 

② 関内駅周辺地区まちづくりのリーディングプロジェクトとして、地域の活性化への寄与 

③ 公民連携のまちづくりにおける民間事業者の参画意欲を確保 

④ 横浜市中小企業振興基本条例を踏まえた、市内企業への発注への配慮 
 

(2) 手法の比較 

 

(3) 検討の結果 

横浜文化体育館再整備事業については、手法の比較を踏まえ、ＰＦＩ事業を基本として検討を

進めます。 

 
２ 事業者の選定 

  本事業において、指定管理者制度を導入する場合には、ＰＦＩ事業者を指定管理者として指定する

とともに、指定管理者の選定は、横浜市民間資金等活用事業審査委員会において行います。 

 

 

再整備の事業手法 １ 民間事業 ２ ＰＦＩ事業 ３ 公共発注 

民間施設 余剰土地の貸付 （旧横浜総合高校敷地は売却も可とする予定。） 

①費用負担の縮減 ・余剰土地の貸付等に加え、

民間ノウハウの活用で費用縮

減が図れる。 

○ ・余剰土地の貸付等に加え、

民間ノウハウの活用で費用縮

減が図れる。 

○ ・余剰土地の貸付等で費

用縮減が図れる。 

△

概算事業費 ※ 別添資料のとおり。 ◎ ※ 別添資料のとおり。 ◎ ※ 別添資料のとおり。 △

②地域の活性化 ・民間のノウハウを最大限活

用し、資金面も含め活性化へ

の取組が期待できる。 

◎ ・民間のノウハウを最大限活

用し、資金面も含め活性化へ

の取組が期待できる。 

◎ ・現横浜文化体育館と同

じ事業手法であり、民間

ノウハウの活用は限定的

となる。 

△

・ PFIに比べて、市の関与度

合いが低く、長期的な事業の

安定性・継続性に課題がある。

△ ・民間事業に比べ、市や金融

機関からのモニタリングによ

り、事業の安定性・継続性を

高めることができる。 

◎ 

③民間事業者の 

参画意欲の確保 

・アリーナ施設の自由度が高

い反面、市による債務負担行

為の設定の範囲は限定的とな

り、民間のリスクが高い。 

△ ・アリーナ施設の自由度を確

保しつつ、市による債務負担

行為の設定が可能であり、民

間のリスクを低減できる。 

○ ・建設は100％公共であ

り、民間のリスクは小さ

い。 

◎

④市内企業発注 ・ＷＴＯの対象となる場合、

義務付けはできない。 

・提案において地域貢献等の

視点で市内企業参画を加点評

価できる。 

△ ・ＷＴＯの対象となる場合、

義務付けはできない。 

・提案において地域貢献等の

視点で市内企業参画を加点評

価できる。 

△ ・ＷＴＯの対象となる場

合、義務付けはできない。

・施設特性から分離・分

割発注に限度がある。 

△

総合評価 ・長期的な安定性に課題があ

り、民間事業者の参画は見込

めない。 

△ ・長期に渡る地域の活性化が

期待できる。 

・事業者の参画が期待できる。

◎ ・他の事業手法に比べ、

費用縮減や地域の活性化

の面で効果は限定的。 

△

市民・文化観光・消防委員会

平 成 2 7 年 ７ 月 １ 日

市 民 局



 

 

【参考１】再整備事業の基本方針  

横浜文化体育館の老朽化や武道振興のための場の確保、

関内駅周辺地区のまちづくりの取組として実施します。 

 (1) 敷地 

現横浜文化体育館敷地及び近接する旧横浜総合高

校敷地を活用して再整備します。 

(2) 施設 

大規模なスポーツ大会やコンサートなどの興行利

用にも対応し、地区の活性化にも資する新しい横浜

文化体育館〈アリーナ施設とサブアリーナ施設(武道

館機能を含む)〉を整備するとともに、関内駅周辺地

区のまちづくりのために民間施設を誘導します。 

(3) 事業手法 

民間活力を最大限活用した再整備とし、事業の一

体性を確保するため、二敷地一体での事業公募を前

提に調整を進めます。 

(4) スケジュール 

施設は２段階で整備します。遊休市有地の早期活用と稼働率が高い現横浜文化体育館の利用継

続への配慮から旧横浜総合高校敷地でのサブアリーナ施設の整備を先行し、関内駅周辺地区のリ

ーディングプロジェクトとして、32年度早期の供用開始を目指します。 
 
 
 
【参考２】想定事業スケジュール  

  27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

30 
年度 

31 
年度 

32 年度 33 
年度 

34 
年度 

35 
年度 前期 後期 

アリーナ施設    
 

  
  

サブアリーナ 
施設 

（武道館機能を含む） 

 

 
 
  

    

※ このスケジュールは決定したものではなく、検討状況、予算の状況、民間事業者の意向などにより変更となる場合があります。 

 

 

【参考３】「横浜市スポーツ施設条例第４条第７項の主旨」  

 横浜文化体育館の指定管理者の選定にあたっては、「特別な事情がある場合を除き、「横浜国際プ

ール、横浜文化体育館及び平沼記念体育館指定管理者選定評価委員会」の意見を聞かなければならな

い。」 

 

 

【参考４】 現横浜文化体育館の概要 

場  所 中区不老町２丁目７番地（JR 関内駅南口から約 290ｍ） 

敷地面積 11,014.23 ㎡  ※平沼記念レストハウス敷地を含む 

建設年度 昭和 37 年（築 53 年） 延床面積 8,666.62 ㎡ 

【諸 室】アリーナ 1,920 ㎡（40ｍ×48ｍ、高さ 13ｍ）、観客席 2,230 席（2F：1,726 席、 

3F：504 席）、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ、控室、和室、更衣室、事務室、駐車場等 
 ※ 平沼記念レストハウスは、昭和 39 年に併設された５つの会議室を有する 1,012.52 ㎡の施設です。 
 ※ 旧横浜総合高校敷地は、JR 関内駅南口から約 520ｍの位置にある 8,280 ㎡の市有地です。 

公募要項作成・公募 

事業者選定・契約 

設計 

建設工事 供用開始

現横浜文化体育館解体工事 

供用開始建設工事
★

★



別添資料 

事業費の算出  

(1) メインアリーナ施設 

 
(2) サブアリーナ施設 

 
(3) 総額 

 

※ 金額は、単位未満を端数処理しているため合計等と一致しない場合があります。 

※ 現在の検討状況を踏まえた金額であり、今後の検討により変更になることがあります。 

 
 
 
 
 
【参考】事業費算出の主な前提条件 
 

施設規模 ・メインアリーナ16,600㎡、サブアリーナ14,200㎡ 

建設費 ・他施設の実績を基に標準的な単価を設定し、これに付加要件を加算した。 

・メインアリーナ499千円／㎡、サブアリーナ484千円／㎡ ※税込。付加設備、備品別。 

大規模修繕費 ・国土交通省大臣官房営繕部監修の「建築物のライフサイクルコスト」を基に算出。 

維持管理・運営費 ・他施設の実績を参考に算出。 

運営収入 ・メインアリーナは、100日の市民利用を想定。興業利用は90日、準備を60日と設定。 

・サブアリーナは、市民利用を想定。 

事業期間 ・公共発注は、指定管理方式として５年を想定。 

・民間事業・PFI事業BOO方式では58年、運営期間50年を想定。 

・PFI事業BTO方式は、メインアリーナで28年、サブアリーナで24年、運営期間はいずれも20年を想定。 

※ 事業費は、比較するために全ての事業手法において58年分の費用を計上。 

資金調達 ・民間事業・PFI事業BOO方式は、償還期間39年、金利2.5％、元利均等返済と設定。 

・PFI事業BTOｺﾝｾｯｼｮﾝ方式は、償還期間20年、金利2.5%、元利均等返済と設定。 

・公共発注は、起債による満期一括償還10年債の２回借り換え30年償還。金利は1.65％と設定。 

 

再整備の 
事業手法 

１ 民間事業 
（定期借地方式） 

２ ＰＦＩ事業 ３ 公共発注 
（指定管理方式） 2-1 BOO方式 2-2 BTOｺﾝｾｯｼｮﾝ方式 

市収支 
(a-b) 

約124億円 約124億円 約116億円 約164億円 

 a支出 約160億円 約160億円 約125億円 約173億円 

b収入 約35億円 約35億円 約9億円 約9億円 

経済波及
効果 

約32億円／年（スポーツイベント25日、文化イベント50日開催による横浜市内への経済波及効果） 

再整備の 
事業手法 

１ ＰＦＩ事業 
（ＢＴＯ指定管理方式） 

２ 公共発注 
（指定管理方式） 

市収支 
(a-b) 

約187億円 約213億円 

 a支出 約193億円 約219億円 

b収入 約6億円 約6億円 

メイン 
アリーナ 

１ 民間事業 
（定期借地方式） 

２ ＰＦＩ事業 ３ 公共発注 
（指定管理方式） 2-1 BOO方式 2-2 BTOｺﾝｾｯｼｮﾝ方式 

サブ 
アリーナ 

１ ＰＦＩ事業 
（ＢＴＯ指定管理方式） 

２ 公共発注 
（指定管理方式） 

市収支 
(実額) 
(a-b) 

約311億円 約311億円 約303億円 約377億円 

 a支出 約352億円 
(年間最大 約10億円) 

約352億円 
(年間最大 約10億円) 

約318億円 
(年間最大 約14億円) 

約392億円 
(年間最大 約22億円) 

b収入 約41億円 約41億円 約15億円 約15億円 

市収支 
(現在価値) 

約172億円 約172億円 約190億円 約211億円 
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